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(その 2)

1収支の総括表

2収入項目別金額の内訳
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必須様式(2/4)

(前年からの繰越額)

(本年 の 収 入 額 )2収 入項目別金額の内訳 の (1)～ (6)の 計

(ア )個人からの寄附
(う ち特定寄附)

(イ )法人その他の団体からの寄附

(ウ )政治団体からの寄附
ノJヽ言十 ((ア)+(イ )+(ウ ))

(寄附のうち寄附のあっせんによるもの)



(7)寄附の内訳 」劃壁i亀
`2区

分二とL皿菫と壺壺コ:ユ 寄附者の区分 ム″
ι

寄附者の氏名
(団体にあつては、その名称)

金額 (円 ) 年月日
住所(団体にあつては、主たる事務所の所
在地 )

職業(団体にあつて
は、代表者の氏名) 備 考

小坂セツ 10′000 R5.1.25 福岡市東区土井3-20-12 無職

品川英子 10′000 R5.1.28 福岡市東区香椎浜3-21-24 無職

池園芙美子 50′000 R5.2.6 無職北九州市戸畑区中原西3-7-24

t,yTr*l*+ 5′ 000 R5.2.7 福岡市城南区七隈8-14-27-703 無職

大府順子 10′000 R5.2.9 福岡市南区寺塚2-28-8 無職

井上和代 5′ 000 R5.2.10 愛知県豊川市御油町汲ヶ谷104 無職

後田冨久子 30′000 R5。 2.14 神戸市灘区摩耶海岸通1-1-5-1208 無職

大塚憲一 10′000 R5.2.14 福岡市南区日佐5-8-6 経営者

5′ 000山本淑子 R5.2.21 福岡市西区下山門4-9-26 無職

一瀬渓子 10′000 R5.2.22 長崎県東杵郡波佐見町中尾郷975 無職

林多佳子 3′ 000 R5.2.22 福岡市南区皿山2-6-41 無職

栗岡恭子 10′000 R5.3.8 福岡市南区桧原2-10-16 経営者

清水美代子 10′000 R5.3.16 横浜市南区別府3-14-1 無職

熊谷糸己代 000
′
10 R5.3.27 小郡市小郡1386-2 経営者

内田澄 3′000 無職
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複数枚に渡る場合は、頁ごとに小計欄を
記入してください。「その他の寄附」と「合
計」欄は区分ごとの最終頁のみに記入し
てください。
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(その7)

いては、県外にあつては都道府県名から、
てください。

※ 同一の者からの寄附で年間 5万円を超えるものに′1) ては、内訳を記載すること。なお、 5万円以下の寄附であっても、必要に
寄附の内訳応 じて記載して差し支えないが、 5万円以下の寄附については、一括してその合計額を「その他の寄附」欄 (下から2行 日)に記

載することができる。
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(その7)

寄附者の区分(7)寄附の内訳 壼!製1佳1艶12_区全二と!二1肌菫と1主生:型|ユ

職業(団体にあって
は、代表者の氏名)

寄附者の氏名
(団体にあっては、その名称)

金額 (円 ) 年月日
住所(団体にあつては、主たる事務所の所
在地) 備 考
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※  「主たる事務所の所在地」欄については、県外にあっては都道府県名から、
県内にあっては市郡名から記入してください。

※ 同一の者からの寄附で年間 5万円を超えるものについては、内訳を記載すること。なお、 5万円以下の寄附であっても、必要に
応じて記載して差し支えないが、 5万円以下の寄附については、一括してその合計額を「その他の寄附」欄 (下から2行日)に記
載することができる。
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(その 17)

1 資産等の総括表
資 産 等 の 状 況

資 産 等 の 有 無

項 目 別 区 分 有
(※ )

`翻

E 備    考

ア 土  地 日

イ 建  物 幽

ウ 建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権 日

工 取得の価額が 100万 円を超える動産 日

オ 預金 (普通預金及び当座預金を除く。)又は貯金 (普通貯金を除く。) 日

力 金銭信託 □

キ 有価証券 □ □

ク 出資による権利 函

ケ 貸付先ごとの残高が 100万円を超える貸付金 画

コ 支払われた金額が 100万 円を超える敷金 函

サ 取得の価額が 100万 円を超える施設の利用に関する権利

シ 借入先ごとの残高が 100万 円を超える借入金 □

必須様式(3/4)※ 有の場合、その内訳を様式 (その 18)に 記入すること。

□

□

□

□

□

図

□



(そ の 20)

た士,
巳 誓  書

添付書類 (別添のとおり)

□ 1 領収書等の写し

□ 2 監査意見書 (政党及び政治資金団体に限る。 )

□ 3 政治資金監査報告書 (国会議員関係政治団体に限る。 )

この報告書は、政治資金規正法に従って作成したものであって、真実に相違ありま芦ん。

宣誓日

令 和 乙年 メ 月/4 日

政治団体の名称 ≦墜生Jrノ
じと多響 カメ`ネ5嬌η●■ 1_1二 会 /

会計責任者の氏名 人″ 令2__生1 【署名又は記名押印】

※ 以下は」饉皿塾Ωl□巳」饉塾Ω.虫壼■暖皇lL」:週i」i皿1二.洒i生lL!Li砲虹立コl饉ヨlL〕L_のピl』iLi生すること。

代表者の氏名 【署名又は記名押印】

1 会計責任者本人が提出する場合にあつては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が提出する場合にあつては当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書
類の提示又は提出を行 うこと。ただし、会計責任者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでない。

2政 治団体の解散に伴 う報告書の場合は、会計責任者の氏名の他、代表者の氏名を記載すること。また、代表者及び会計責任者本人が提
出する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、これらの者の代理人が提出する場合にあっては当該代理人の権限を証する書面
及び本人確認書類の提示又は提出を行 うこと。ただし、代表者及び会計責任者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでな
い。

必須様式(4/4)


